
令和６年度 住宅支援事業等説明会 

日時：令和６年４月 18 日（木）    

14：00 から 16：00 まで    

場所：一関市役所２階大会議室Ａ・Ｂ 

次 第 

１ 開  会 

２ 挨  拶 

３ 住宅支援事業等の説明 

 下水道課 

・浄化槽設置整備等事業補助金 

  ・下水道接続促進事業費補助金 

・排水設備設置資金融資あっせん及び利子補給補助金 

水道課 

  ・遠距離給水工事費補助金 

交流推進課 

  ・移住者住宅取得補助金 

都市整備課 

   ・住宅環境改善リフォーム補助金 

   ・木造住宅耐震診断事業 

・木造住宅耐震改修工事助成事業 

・ブロック塀等安全確保事業 

・がけ地近接等危険住宅移転事業補助金 

・住まいの省エネルギー改修推進事業補助金 

４ 質疑応答 

５ そ の 他 

６ 閉  会



No. 担当課 補助制度 資料No. 頁

1 下水道課 浄化槽設置整備等事業補助金 【資料1】 1

2 下水道課 下水道接続促進事業費補助金 【資料2】 5

3 下水道課 排水設備設置資金融資あっせんおよび利子補給補助金 【資料3】 7

4 水道課 遠距離給水工事費補助金 【資料4】 9

5 交流推進課 移住者住宅取得補助金 【資料5】 11

6 都市整備課 住宅環境改善リフォーム補助金 【資料6】 15

7 都市整備課 木造住宅耐震診断事業 【資料7】 33

8 都市整備課 木造住宅耐震改修工事助成事業 【資料8】 37

9 都市整備課 ブロック塀等安全確保事業 【資料9】 39

10 都市整備課 がけ地近接等危険住宅移転事業補助金 【資料10】 41

11 都市整備課 住まいの省エネルギー改修推進事業補助金 【資料11】 43

12 介護保険課 介護保険住宅改修費支給補助金 【資料12】 45

13 生活環境課 住宅用新エネルギー設備導入促進費補助金 【資料13】 49

14 生活環境課 脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業費補助金 【資料14】 53

15 長寿社会課 高齢者及び障害者にやさしい住まいづくり推進事業費補助金 【資料15】 61

16 林政推進課 薪ストーブ設置費補助金 【資料16】 65

17 林政推進課 木材利用促進事業費補助金 【資料17】 69

※No.12～No.17は資料配布のみとなります。

 補助制度に関する問い合わせは、各担当課へお願い致します。

令和６年度住宅支援事業等説明資料

【補助制度一覧】

場所：一関市役所2階大会議室A・B    

日時：令和６年４月18日（木）14:00～16:00



一関市浄化槽設置整備等事業補助金のご案内 （令和６年4月版）

市では、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の保全を図るため、

住宅に浄化槽を設置する際に補助金を交付します。 

補助対象区域 

一関市内全域 

（ただし、①公共下水道事業の事業計画区域 ②農業集落排水事業の処理区域を除く） 

補助対象浄化槽 

・ 国庫補助指針に適合していること。 

・ 10人槽以下の場合は、全国浄化槽推進市町村協議会に登録しているものであること。 

補助対象者 

当該年度中に自分又は配偶者等の居住の用に供する家屋に浄化槽を設置しようとする方 

なお、次の方には補助金を交付できません。 

・ 建築確認申請又は浄化槽設置届出書の提出を行わずに浄化槽を設置する方 

・ 住宅の建築を事業として行う方 

・ 補助対象区域以外に浄化槽を設置する方 

・ 市税を滞納している方（納税証明書を提出していただき、確認します。） 

・ 暴力団員 

補助金額（平成29～令和８年度は、2戸以上のグループ設置で補助金を上乗せします。）

住宅の延床面積 
人槽区分 

(浄化槽の大きさ) 通常の補助金額 
グループ設置費補助上乗せ後 

(グループ戸数により変わります)

130㎡（約40坪）以下 ５人槽 529,000円 547,000～  617,000円 

130㎡（約40坪）超 ７人槽 662,000円 684,000～  772,000円 

二世帯・大家族住宅 10人槽 897,000円 927,000～1,047,000円 

※ 商店等と住居が１棟の住宅（併用住宅）の場合の補助対象とする人槽区分は、居住用部分の面積を 

算定基礎とし、補助金の額は10人槽の額を上限とします。 

※ この人槽区分はＪＩＳ基準によりますが、建築物の使用状況により実情に添わないと考えられる場 

合は、この算定人員を増減することができます。 

※ 放流管の延長が30ｍを超える場合は、別途「放流管整備費補助」も活用いただけます。 

※ グループ・放流管補助等の詳細は別紙「浄化槽の支援制度について」をご覧ください。 

※ 令和５年度から、グループは大字単位で組むことができるようになりました。 

  （例：〇…舞川１区の方と舞川４区の方   ×…舞川１区の方と厳美１区の方） 

問い合わせ先 

○一関・花泉地域 

下水道課 普及係  0191-21-8572 

                 ○大東・千厩・東山・室根・川崎・藤沢地域 

東部上下水道課下水道係  0191-53-3970 
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補助金申請の流れ 

１ 建築確認申請又は浄化槽設置届出書の提出 

２ 補助金交付申請書の提出 

着工予定日の５日前までに提出してください。 

グループ設置費補助は通常補助（戸別）の申請前または同時に申請してください。

３ 市で申請内容を審査し、補助金の交付決定通知を送付します。 

４ 浄化槽設置工事の実施 

５ 実績報告書の提出 

   事業完了後30日以内又は当該年度の３月10日（グループ設置費補助は３月25日）のいずれか早

い日までに提出してください。 
（新たに浄化槽を設置した住居に転居する場合、実績報告書提出前に住民票の住所変更が必要です。） 

６ 完了検査 

   実績報告書に基づき、現地確認を含め完了検査を行います。 

７ 補助金請求書の提出 

   振込先口座確認のため、通帳の写し（店名、口座番号、口座名義が確認できるページ）を添付し

てください。 

８ 補助金の支払い 

・上記２～８の補助制度の手続きは、下水道課又は東部上下水道課が窓口です。 

・提出いただく書類には、敷地内排水系統を含んだ建築物の配置図や浄化槽の構造図なども必要 

ですので、浄化槽工事業者へご相談ください。 

・自治会等で取り組む場合は「出前講座」として伺い、支援制度や手続き方法を説明します。 

浄化槽設置後の維持管理について 

浄化槽の機能を適正に維持していくため、次の３つが浄化槽法で定められています。 

項 目 頻 度 内 容 実施方法 

保守点検 ４か月に１回以上 
浄化槽の機器の点検、消毒剤の

補填、清掃時期の判断など 
登録業者に委託 

清  掃 １年に１回以上 
浄化槽内にたまった汚泥を引

き抜き、機器類を清掃 
許可業者に委託 

法定検査 １年に１回 

保守点検・清掃が適正に行われ

ているか、浄化槽の機能が適正

に維持されているかを検査 

指定検査機関に申込み 

岩手県浄化槽検査センター 

019-614-0066 

一関市内の保守点検・清掃業者 （行政区順 令和６年４月１日現在）

業者名 所在地 電話番号 保守点検 清  掃 

㈲南岩手環境 東五代4-3 23-6954 ○  

㈲セレクトクリーン 狐禅寺字手負沢49 23-0366 ○ ○ 

㈱一関環境保全センター 滝沢字苦木100-8 26-5314 ○  

㈱一関浄化槽センター 滝沢字九鬼47-8 26-1817 ○  

㈲花泉衛生社 花泉町花泉字下北浦41-6 82-2358 ○ ○ 

クリーンセンター花泉㈲ 花泉町日形字日形山2-1 82-5393  ○ 

㈲岩渕興務店 大東町大原字岩谷堂228-6 72-2713 ○  

㈲東磐浄化そうセンター 千厩町千厩字脇谷11-4 52-2447 ○ ○ 

㈲東磐清掃事業協会 千厩町磐清水字田神66-6 53-2255 ○ ○ 

県南浄化槽サービス 室根町折壁字大里233 48-3893 ○  

㈱岩渕建設 藤沢町黄海字箕ノ輪46 63-5566 ○  

- 2 -



①⑤⑥ ④⑦③⑦
②

浄化槽の支援制度について（令和６年４月現在）

番号 補助金制度名 補助内容

① 浄化槽設置費補助
浄化槽を設置する際、次の金額を補助します。
５人槽：529千円、７人槽：662千円、10人槽：897千円

②
くみ取り槽等撤去費補
助

浄化槽の設置に伴い、くみ取り槽等の撤去費を補助します。
くみ取り槽：90千円、単独処理浄化槽：120千円

③ 宅内配管工事費補助
浄化槽の設置に伴い、新たに設置する宅内配管の工事費
を補助します。（300千円）
※くみ取り槽等からの切替えによる浄化槽設置の場合に限る。

④ 放流管整備費補助
放流管延長が30ｍを超えるとき、設置費を補助します。
対象：30ｍ～100ｍまでの70ｍ分が対象
補助額：工事費の3/4の額（上限：３千円／ｍ）

⑤ グループ設置費補助
グループで浄化槽の設置を行う場合、グループの戸数

に応じて、浄化槽設置費補助を上乗せ補助します。
詳細は、裏面を確認願います。

⑥ 修繕費補助
浄化槽本体にかかる修繕費を補助します。
対象：浄化槽本体に係る修繕費
補助額：修繕費の1/2以内の額（上限：100千円）

⑦

排水設備設置資金融資
あっせん及び利子補給
補助

1,000千円を限度とした融資あっせんと５年間の利子を補
助します。

※１ 近年の利率では、実質無利子での融資となります。
※２ 洗濯機や換気扇など排水設備と直接関係しない器
具等は補助対象外です。
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支援制度の概要 （詳しくは担当課に直接問い合わせください。）

住宅環境改善リフォーム補助金【都市整備課 直通 21-8541】
住宅環境の向上等を目的に行う住宅のリフォームで、補助対象経費の10分の1を補助する。

家族構成等により補助額が加算される場合あり。（施工業者や対象経費等の要件あり）

高齢者及び障がい者にやさしい住まいづくり推進事業費補助金【長寿社会課 直通 21-8370】
介護保険法に基づき要介護（要支援）認定者や身体障がい者に認定された方の日常生活における利便
性を図るために住宅改修を行った場合、かかった経費から介護保険給付の支給限度額20万円を引いた
額の3分の2の額を補助する。（40万円を限度）

介護保険住宅改修費支給制度【一関地区広域行政組合 介護保険課 直通 31-3223】
介護保険法に基づき要介護（要支援）と認定された方が、生活環境を整えるための小規模な住宅改修

を行った場合、利用者負担割合に応じ、対象となる経費（上限額20万円）の最大90％を支給する。

移住者住宅取得補助金【交流推進課 直通 21-8194】
移住者が市内に居住するための住宅を建設または購入する場合に補助する。

空き家バンク登録住宅改修等補助金【交流推進課 直通 21-8194】
空き家バンクに登録した物件の改修等の経費に対し補助する。

※令和５年度から、制度拡充によりグループは大字単位で組むことができるようになりました。

※自治会等で取り組みたい場合は出前講座を実施します。（補助制度や手続き方法の説明）

下水道課又は東部上下水道課までお問い合わせください。

【問い合わせ先】
○一関・花泉地域 ： 下水道課 普及係  0191-21-8572

○大東・千厩・東山・室根・川崎・藤沢地域
： 東部上下水道課下水道係  0191-53-3970

浄化槽グループ設置費補助の要件

浄化槽グループ設置費補助金額

項 目 要 件

対象地域 浄化槽設置整備等事業補助の補助対象区域

戸 数 ２戸以上

単 位 大字単位（令和５年度より）

設置期間 同一年度内

補助の期間 平成29年度から令和８年度までの10年間

人槽区分
①浄化槽設置整

備費補助額

②グループ設置費補助を上乗せ後の額

２～３戸 ４～９戸 10戸以上

５人槽 529,000円 547,000円 573,000円 617,000円

７人槽 662,000円 684,000円 718,000円 772,000円

１０人槽 897,000円 927,000円 972,000円 1,047,000円

住宅関係の支援制度（参考）
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「排水設備設置資金融資あっせん」及び「利子補給」制度のご案内

市では、皆様の下水道への接続工事等をサポートするため、
低金利の融資あっせん及び、利子補給を実施しています。

◎貸付限度額
・一戸建ての建築物 100万円
・共同住宅や２戸以上の構造を持つ建築物 300万円
（水洗トイレを設置する戸数 1戸につき50万円まで）

◎融資利率
毎年、市と融資機関とで協議し決定します。令和６年度の利率は2.00％で

す。（社会福祉協議会の生活福祉資金借入の場合は1.50％）

◎償還及び利子補給について
・５年以内の毎月元金均等償還です。（社会福祉協議会は７年以内）
・年度末にその年度分の利子を申請者へ補助します。

◎取り扱い融資機関
岩手銀行、東北銀行、北日本銀行、一関信用金庫、東北労働金庫、
いわて平泉農業協同組合（取扱は一関市内にある本店及び各支店）、
岩手県社会福祉協議会（取扱いは一関市社会福祉協議会）

◎申請について
本制度を利用される場合は、必ず排水設備工事を始める前に、各融資機関
へご相談のうえ、本庁下水道課または東部上下水道課へ申請書を提出して
ください。（工事着工後の受付はできませんので、ご注意願います）

制度利用の流れや必要書類等詳しくは裏面をご覧ください。
ご不明な点がありましたら、下記までお問い合わせください。

一関市役所 本庁 下水道課 21-8572
千厩支所 東部上下水道課 53-3970

利子（利息）の計算方法

利子額＝借入残高×利率×借入期間
利率2.00％で100万円を借り入れし、5年間（60月）で毎月返済し

た場合の利子は、合計で約50,000円程度となります。毎年３月にその
年度中に支払った分の利子を市から申請者へ補給いたします。

※なお、本制度以外にも、中小企業者が排水設備を整備する場合に対象となる融資あっせ
ん及び利子補給制度がございます。詳細はお問合せください。
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（対象者）
建築物の所有者又は使用者で、市税、下水道事業・農業集落排水事業に係る受益者負担金・

分担金を滞納していない方、以下の工事を行う方

・工事店へ見積依頼
・融資機関へ融資相談
（申請者 融資機関

・工事店）

市役所へ申請書
提出
（申請者→市）

市役所から決定
通知の交付
（市→申請者）

融資契約締結
（申請者

融資機関）

工事依頼・着工
（申請者

→工事店）

利子補給金
お支払い
（市→申請者）

年度中に支払った利子
の補給金を３月に請求
（申請者→市）

融資実行
（融資機関

→申請者）

工事完了償還開始
（申請者

→融資機関

制度利用の流れ

対象者及び対象経費

申請に必要となる書類

〇排水設備設置資金融資あっせん申請書（指定様式）
〇添付書類

（申請人）
１ 市税等の納税証明書
２ 申請人が使用者の場合は、建築物の所有者の工事承諾書（任意様式）
３ 前年の所得を証明する書類（所得課税証明書等）
４ 印鑑登録証明書
５ 排水設備工事図面（平面図・縦断面図・配管立図）

（連帯保証人）
１ 前年の所得を証明する書類（所得課税証明書等）
２ 印鑑登録証明書

※必ず工事の着工前に融資機関へご相談ください

１ ３２ ４ ５

６

７８９

10

※以後、完済まで
⑨⑩を毎年行う

（対象工事）
１.排水設備設置工事

屋内排水設備工事 (便器・排水管・トラップ・ストレーナ・掃除口・阻集器・排水槽・
間接排水・通気管等の設置工事)

屋外排水設備工事 (排水管・汚水ます・インバート・掃除口等の設置工事)
除害施設設置工事 (有害物質を除去する除害施設の設置工事)
水洗便所改造工事 (便器・便槽の撤去工事、水道工事、電気工事、排水管工事、床・内

装工事(床及び内装は、工事に伴う必要最小限の範囲とする))
２．附帯工事

浄化槽本体・ブロアー・電気配線の撤去工事
浄化槽へ流入する排水管の切り替え工事
コンクリート等の復旧工事
排水管の付け替え工事
水道管・ガス管・電気配管等の移設工事
障害物の撤去、移設工事
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【Ｒ6.4.1 新規】 

遠距離給水工事費補助金交付制度のご案内 

◆遠距離給水工事費補助金交付制度について 

この制度は、給水区域内において水道の利用を希望しながらも、配水管（本管）からの距離

が遠く工事費が高額になるという理由で水道に接続していない方に対して、この制度により補

助金を交付し水道の利用を促進することを目的としております。 

◆遠距離給水工事とは 

配水管（本管）から給水管を分岐した地点から、給水工事申込者の宅地内に設けられる遠距

離給水用止水栓までの給水管の延長が 60ｍを超える工事をいいます。新設工事で給水管の延

長が 60ｍを超える場合は、一関市水道お客様センターにご相談ください。 

◆補助対象者の要件について 

・給水装置の新設工事であること。 

 ・申請者が自ら使用する給水装置、又は自ら経営する意思を持って所有する不動産に設置する

給水装置であること。 

 ・申請者が宅地建物取引業法に規定する宅地建物取引業者でないこと。 

 ・開発行為若しくはこれらに準ずる行為に伴うものでないこと。 

 ・工事完了後遅滞なく水道の使用を開始すること。 

◆補助金の額について 

補助金の額は、遠距離給水工事における給水管の延長から 60ｍ減じた距離に１ｍ当たり

3,000 円を乗じて得た額とし、60 万円を限度とします。（当該距離に１ｍ未満の端数を生じ

たときはこれを切り捨てた距離） 

※この制度に関する相談、お問い合わせは、一関市水道お客様センターまでお願いします。 

お問い合わせ 

【一関・花泉地域】    一関市水道お客様センター   TEL 0191-21-8562 

【大東・千厩・東山 

   室根・川崎・藤沢地域】 一関市水道お客様センター千厩 TEL 0191-53-2130 
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住宅環境改善リフォーム補助金のご案内 

【令和６年度版】 

   １  補助金制度の概要        P.1 

   ２  補助対象者の要件        P.1 

   ３  補助対象住宅の要件      P.2 

   ４  補助対象工事の要件      P.2 

   ５  補助対象となる経費      P.3 

   ６  補助対象とならない経費  P.4 

   ７  補助金の額              P.5 

   ８  補助金の計算方法        P.5 

   ９  補助金の加算の要件      P.6 

   10 提出書類等              P.8 

   11 補助金交付申請の手順    P.10 
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１ 補助金制度の概要 

市民の生活の基盤となる住宅環境の向上を図るため、自らが所有し、かつ、居住する住宅

のリフォームに要する経費の一部を補助する制度です。 

補助金の対象は、市内施工業者が実施するリフォームに要する経費であって 30 万円以上

のものです。 

 基本額：経費の 1/10 以内の額とし、８万円を限度とします。 

 加算額：同上（対象：子育て世代・高齢者世帯・多世代同居世帯） 

予算に達した場合、補助申請の受付は終了となります。  

※ 詳細は以下の内容をご確認ください。 

２ 補助対象者の要件 

補助金を申請しようとする者（以下「申請者」という）は、次の全ての要件を満たすこと

が必要です。 

 一関市内に住所を有している者 

 リフォームを行う住宅に居住し、かつ当該住宅の所有者※であること 

※ 当該住宅の所有者が民法（明治 29 年法律第 89 号）第 725 条に規定する親族で

ある場合を含みます。 

 市税等を滞納していないこと 

 暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する者でないこと 

 過去に本補助金の交付を受けていないこと※

※ 令和３年度以降に住宅環境改善リフォーム補助金を受けたことがある者、または、

補助金を受けたことがある住宅は、申請することができません。 

※ 以下の補助金の交付を受けたことがある方については申請が可能です。 

ア 緊急経済対策住宅リフォーム助成事業（Ｈ22～Ｈ29 実施） 

イ 子ども・高齢者いきいき住宅支援補助金（Ｈ30～Ｒ２実施） 
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３ 補助対象住宅の要件 

補助対象となる住宅は、次のすべての要件を満たすことが必要です。 

 申請者が所有する家屋※１で自己の居住の用に供している住宅※２であること 

※１ 所有者が民法（明治 29 年法律第 89 号）第 725 条に規定する親族である場合

を含みます。 

※２ 非住宅部分（事務所や店舗など）と併用し、床面積の２分の１以上を自己の居住

の用に供している住宅（以下「併用住宅」という）を含みます。 

 一関市内にある住宅であること 

 過去にこの制度による補助を受けていない住宅であること 

４ 補助対象工事の要件 

 補助対象となる工事は、次のすべての要件を満たす工事です。 

 市内に本店を有する法人又は市内に住所を有し、事業を営む個人事業主（以下「市 

内施工業者」という）との契約により実施するリフォームであること 

 リフォームに要する経費が 30 万円（税込）以上であること 

 補助金の交付決定を受けた後に工事に着手し、申請年度内に完了報告等の手続きを 

完了することができること 

【 ご注意ください 】 

補助金の交付決定を受ける前に工事に着手した場合は、申請の受付はできま

せん。

 国、県または市が実施する他の補助事業による補助金等の交付を受けていない、又 

は受けようとしていないこと※１ 

 保険・共済等による保険金等の支払いを受けていない、または受けようとしていな 

 い工事※２ 

※ および について 

これらに該当しない工事に要する経費については、補助金申請が可能です。 
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５ 補助対象となる経費 

 補助対象となる経費は、以下のいずれかに該当する工事に対する経費です。 

 住宅性能を高める工事 

（例） ・クロスや床の張り替えなどの内装改修工事 

 ・屋根や外壁などの外装改修工事 

 ・建具などの改修工事             など 

 居住性の向上や生活支援を目的にした工事 

（例） ・手すりの設置や階段の滑り止め設置、床段差の解消などのバリ

アフリー化工事 

 ・玄関や台所の改修工事 

 ・家族構成の変化などに対応した間取り変更や増改築工事 など 

 住宅の衛生環境を向上させる工事 

（例） ・トイレ改修工事 

 ・浴室改修工事 

 ・抗菌素材を使用した内装工事 

 ・非接触型自動洗浄機能付きトイレの導入 

 ・自動開閉機能付き便座の導入 

 ・洗面所等の自動水栓化 

 ・非接触型のセンサー式照明の設置    など 

 環境負荷低減に資する工事 

（例） ・住宅の各種断熱施工 

 ・二重サッシ取り付け工事     など 

- 18 -

- 3 -



６ 補助対象とならない経費 

以下のような工事にかかる経費は補助対象経費として認められません。 

 不明な点は都市整備課にお問い合わせください。 
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７ 補助金の額 

 各種要件を満たし、補助金の交付決定を受けた場合の補助金の額は以下のとおりです。 

 補助金額（基本額） 

補助対象経費の 10 分の１に相当する額（上限額：８万円） 

※ 補助金（基本額）に 1,000 円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた額と 

なります） 

 補助金額（加算額） 

「９ 補助金の加算の要件」に該当する世帯の場合は、補助対象経費の 10 分の１に 

  相当する額（上限額：８万円）を加算します。 

※ 補助金（加算額）に 1,000 円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた額と 

なります） 

８ 補助金の計算方法 

 補助金額の計算方法は以下のとおりです。 

 補助金額（基本額）のみの場合 

【例①】 

   補助対象工事費（税込） 1,000,000 円の場合 

1,000,000 円 × 1/10 ＝ 80,000 円（上限） 

※ 補助対象工事費が 100 万円以上の場合の補助金額は、上限の 8 万

円となります。 

【例②】 

補助対象工事費（税込） 555,000 円の場合 

555,000 円 × 1/10 ＝ 55,500 円 

   ≒ 55,000 円（千円未満切捨） 

 補助金額（基本額）＋補助金額（加算額）の場合 

  【例③】 

補助対象工事費（税込） 1,000,000 円の場合 

1,000,000 円 × 1/10 ＝ 80,000 円（上限）…基本額分 

1,000,000 円 × 1/10 ＝ 80,000 円（上限）…加算額分 

   計 160,000 円（基本額＋加算額） 

※ 補助対象工事費が 100 万円以上の場合の補助金額は、上限の 8 万

円となります。 
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【例④】 

補助対象工事費（税込） 555,000 円の場合 

555,000 円 × 1/10 ＝ 55,500 円 

   ≒ 55,000 円（千円未満切捨）…基本額分 

555,000 円 × 1/10 ＝ 55,500 円 

   ≒ 55,000 円（千円未満切捨）…加算額分 

   計 110,000 円（基本額＋加算額） 

※ 補助対象工事費（総額）×2/10 とはなりませんので、注意してく

ださい。 

９ 補助金の加算の要件 

申請者が属する世帯が、上記１の補助対象者の要件を満たし、かつ、次のいずれかに該当

する場合は、補助金が加算されます。 

なお、子育て世帯と高齢者世帯の両方に該当しているなど、 ～ に示す世帯のうち複数

の世帯に該当している場合でも、いずれか１つでの加算となります。 

 子育て世帯 

18 歳未満（４月１日時点における年齢）の子どもがいる世帯 

 高齢者世帯 

65 歳以上（申請日における年齢）の高齢者がいる世帯 

 多世代同居世帯 

以下のアまたはイに該当する世帯 

ア 申請者又はその配偶者の直系尊属※１又は直系卑属※２であり、申請日における年齢が

18 歳以上の者で、以下に示すいずれかの要件に該当する者が同居することにより、

新たに当該世帯の世代数が１以上増加する世帯 

①申請日において、申請者と２年以上別に居住している者 

②申請日において、申請者と同居から 1 年以内の者 

③申請日が属する年度内に同居予定の者 

イ 申請者と現に同居している独身者が婚姻した世帯または当該住宅に現に同居してい

る者で婚姻から１年以内の者が引き続き当該住宅に同居している世帯 

【多世代同居世帯に規定する直径尊属または直系卑属】（※１、※２） 

○直系尊属とは 

自己より前の世代の直系の親族 （例）父母、祖父母など 

○直系卑属とは 

自己より後の世代の直系の親族 （例）子、孫など 
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【多世代同居世帯に該当する例】 

 現在の世帯状況 現在の世代数  同居後の世帯状況 同居後の世代数 

① 夫・妻 １世代 ⇒ 
夫・妻 

子（18 歳以上）
２世代 

② 
祖父・祖母 

夫・妻 
２世代 ⇒ 

祖父・祖母 

夫・妻 

子（18 歳以上）

３世代 

③ 
祖父・祖母 

夫・妻 
２世代 ⇒ 

祖父・祖母 

夫・妻 

子・子の配偶者

２世代 

１世代※１

④ 
夫・妻 

子 
２世代 ⇒ 

夫・妻 

子・子の配偶者
２世代 

※１ 同居している場合または世帯分離をしているが同住所で居住する場合は該当するものとみなし

ます。 

【多世代同居世帯に該当しない例】 

 現在の世帯状況 現在の世代数  同居後の世帯状況 同居後の世代数 

① 夫・妻 １世代 ⇒ 
夫・妻 

子（出生）
２世代 

この場合は、「多世代同居世帯」には該当しません。 

ただし、申請日時点で子の出生があれば、「子育て世帯」に該当し、加算対象となります

（住民票での確認が必要です）。 

【補助申請後に多世代同居世帯となるケース】 

【補助申請時に多世代同居世帯となるケース】 

申請日

当該年度４月１日 年度内の同居 当該年度３月31日

別居期間２年以上

同居後

１年以内

申請日

当該年度４月１日 年度内の同居 当該年度３月31日

別居期間２年以上
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10 提出書類等 
○当初申請時 

提出書類 様式 添付書類 提出部数 提出時期 

補助金交付申請書 第１号 ・住民票謄本 

（続柄・世帯主・世帯全員分の記載必要） 

・住宅の所有が分かる書類の写し（R6 年度） 

（固定資産税納税通知書や登記簿など） 

・納税証明書（申請年度を除く R5.R4.R3

年度の過去３か年度分） 

・改修工事の内容を示す平面図、立面図その

他の図面 

・改修工事費の内訳書（見積書の写し） 

・現況の写真（当該建物を屋外から撮影し

た写真、施工箇所の工事前の状況がわかる

写真） 

・その他市長が認める書類 

＜追加で必要となる書類＞ 

【多世代同居世帯の場合】 

・新たに同居する予定の者の住民票（２年以

上所有者と別に居住していることが確認

できるもの） 

・戸籍全部事項証明書（住宅の所有者又は当

該所有者の配偶者の直系尊属又は直系卑

属であることが確認できるもの） 

【併用住宅の場合】 

・居住の用に供している面積が確認できる

書類（平面図等） 

【住宅の居住者と所有者が異なる場合】 

・居住者と住宅の所有者の関係が、親族関係

であることが確認できる書類（戸籍謄本

の写しなど） 

【共有名義の住宅の場合】 

・共有名義の住宅分の納税証明書※ 

申請者単独の納税証明書の他に必要にな

ります。 

※納税義務者の氏名が連名（●●（1/2）・

●●（1/2）、●●外●名など）で表示

されたもの 

各１部 工事着手前 
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○事業変更時 

提出書類 様式 添付書類 提出部数 提出時期 

補助金変更（廃止）

承認申請書 

第２号 ・改修工事の内容の変更がわかる平面図、

その他の図面 

・変更後の改修工事費の内訳書の写し（見

積書など） 

・その他市長が必要と認める書類 

各１部 変 更 前 早

い時期 

○事業取下げ時 

提出書類 様式 添付書類 提出部数 提出時期 

補助金変更（廃止）

承認申請書 

第２号  各１部 廃 止 事 由

発 生 後

30 日 以

内 

○事業完了時 

提出書類 様式 添付書類 提出部数 提出時期 

補助金交付請求書 

補助金完了報告書 

第３号 

第４号 

・工事費の支払いを証明する書類の写し

（領収書など） 

・工事完了後の施工箇所の完成写真 

・その他市長が必要と認める書類 

【多世代同居世帯の場合】 

・新たに当該住宅に同居した者の異動後の

住民票謄本 

各１部 完 了 し た

日 か ら

10 日 以

内 

※ 申請者にかわって代理の方が申請する場合は、委任状を提出してください。 
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11 補助金交付申請の手順 

補助金交付申請の手順（交付までの流れ） 

注）○補助金交付決定通知書を受領後、対象工事の内容や工事金額に変更が生じる場合などは、変更承

認を受ける必要があります。 

○交付決定を受けた後、工事を中止する場合は、廃止の手続きが必要です。 

①補助金の交付申請 

改修工事に着手する前に「交付申

請書」に必要書類を添えて申請を

行ってください。

②交付申請の受付・審査 

先着順にて受け付けた提出書類や

工事内容を審査

④交付決定通知の受領 

「交付決定通知書」を受領してから

対象工事に着手してください。

⑤対象工事の着工 

⑥対象工事の完了

⑦事業完了報告及び 

  補助金交付請求書の提出

対象工事が完了しましたら、「補助

金完了報告書」及び「補助金交付申

請書」に必要書類を添えて 10 日以内

に提出してください。

⑧完了報告書及び 

請求書の受領・審査 

提出書類が全て正しく揃っている場

合は、受領して内容を審査します。

③交付決定通知 

審査の結果、補助を決定しましたら

「交付金決定通知書」を送付

⑨補助金確定通知の送付及び 

補助金の交付

審査、補助金額の確定後、「補助金

確定通知書」を送付及び申請者名義

の口座に補助金を振り込みます。

⑩補助金確定通知の受領 

及び補助金の受領

補助金交付

申請書

交付決定通知書

補助金

確定通知

補助金

請求書

事 業 完 了

報 告

補助金

申請者 市
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申請の受付及び問合せ先 

○申請書類の受付は、本庁及び各支所産業建設課で行います。 

本庁都市整備課 電話 21-854１ 

花泉支所産業建設課 電話 82-2908 

大東支所産業建設課 電話 72-4082 

千厩支所産業建設課 電話 53-3920 

東山支所産業建設課 電話 47-4527 

室根支所産業建設課 電話 64-3807 

川崎支所産業建設課 電話 43-2116 

藤沢支所産業建設課 電話 63-5319 

○申請内容等の詳しい問い合わせは、下記までお願いいたします。 

本庁都市整備課 電話 21-854１ 

- 26 -
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様式第１号（別表２関係） 

年   月   日 

一関市長      様 

申請者 住 所 

                      氏 名               

                      連絡先 

住宅環境改善リフォーム補助金交付申請書 

 住宅環境改善リフォーム補助金の交付を受けたいので、一関市補助金交付規則により関係

書類を添えて、次のとおり補助金の交付を申請します。 

 なお、世帯を同一にする者を含め、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第 77 号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同条第２号に規定する暴力団と密接

な関係を有していないことを誓約します。 

補助金交付申請額  金          円  （下記(A)と(B)の計） 

住宅の所在地 一関市 

予定工事期間     年  月  日 から     年  月  日まで 

世帯区分 

※該当する番号に○ 
１ 子育て世帯   ２ 高齢者世帯   ３ 多世代同居世帯 

補助金交付 

申請額内訳 

補助対象経費              円 

【基本額】 

補助申請額(A)               円  

（補助対象経費×1/10（千円未満切り捨て）） 

【加算額】（世帯区分の１～３のいずれかに該当する場合に限る） 

補助申請額(B)               円  

（補助対象経費×1/10（千円未満切り捨て）） 

他補助金等の利用

有 （他補助金等の名：                  ）

 無 

保険、共済等によ

る保険金等の支払

い 

有 （保険金等の名称：                  ）

無 

過去に本補助金の

利用 
有 ・ 無 
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様式第２号（別表２関係） 

年   月   日 

一関市長       様 

申請者 住 所 

                      氏 名                

                      連絡先 

住宅環境改善リフォーム補助金変更（廃止）承認申請書 

 令和  年  月  日付け一関市指令都第    号で補助金交付決定の通知があった

住宅環境改善リフォーム補助金について、次のとおり変更（廃止）したいので申請します。 

補助金変更交付申請額  金          円 

世帯区分 

※該当する番号に○
１ 子育て世帯   ２ 高齢者世帯   ３ 多世代同居世帯 

補助金変更交付申

請額内訳 

【変更前】 

 １ 補助対象経費           円 

 ２ 基本額              円 

補助対象経費×1/10（千円未満切り捨て） 

 ３ 加算額              円 

補助対象経費×1/10（千円未満切り捨て） 

 ４ 交付申請額            円 

【変更後】 

 １ 補助対象経費           円 

 ２ 基本額              円 

補助対象経費×1/10（千円未満切り捨て） 

 ３ 加算額              円 

補助対象経費×1/10（千円未満切り捨て） 

 ４ 交付申請額            円 

変更（廃止）の理由
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様式第４号（別表２関係）

                       令和  年  月  日

一関市長 佐藤 善仁 様

申請者 住 所 一関市

                 氏 名              

                  連絡先  

住宅環境改善リフォーム補助金完了報告書

令和  年  月  日付け一関市指令都第  号で補助金交付決定をうけた住宅環境改

善リフォーム補助金について、下記のとおり完了しましたので関係書類を添えて報告します。

住宅の所在地 一関市 

工事期間   年   月   日 から   年   月   日 まで

世帯区分

※該当する番号に○
１ 子育て世帯   ２ 高齢者世帯   ３ 多世代同居世帯

工事金額等実績

全体工事実績額           円

補助対象工事実績額          円

工事の概要
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様式第３号（別表２関係）

令和  年  月  日

一関市長 佐藤 善仁 様

申請者 住 所 

                  氏 名                

                  連絡先 

住宅環境改善リフォーム補助金交付請求書

 令和  年  月  日付け一関市指令都第   号で補助金交付決定の通知があった

住宅環境改善リフォーム補助金について、下記のとおり補助金を請求します。

記

補助金請求額  金        円

世帯区分  １ 子育て世帯  ２ 高齢者世帯   ３ 多世代同居世帯

補助金の振込先

金融機関名 支店名

フリガナ

口座名義

種別 普通・当座 口座番号
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※任意様式

令和  年  月  日

委  任  状

私は下記の者を代理人と定め、令和 6年度住宅環境改善リフォー

ム補助金に関する書類の提出を委任します。

１ 代理人

 会社名 

 住 所 

 氏
フ リ

名
ガ ナ

 連絡先 

２ 委任者

 住 所 

 氏
フ リ

名
ガ ナ

（自署の場合は不要）

※注意

委任状は必ず委任者本人が全て記入し、自署または記名押印してください。

- 31 -
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木造住宅耐震診断の募集について 

市では、震災に強い安全で安心なまちづくりを目指すために、一定の条件を満

たす一戸建て木造住宅の「耐震診断」を行います。 

１．耐震診断募集戸数 

30 戸 

２．対象となる住宅の要件 

耐震診断を受けることができる住宅は、市内の木造住宅のうち、次のいずれ

にも該当する住宅です。 

① 昭和 56 年５月 31 日以前に新築されたもので、その後（昭和 56 年６月

１日以降）増築していない住宅 

② 在来軸組工法又は伝統的工法による一戸建て住宅で、地上 2 階建て以下

の住宅 

３．所有者負担額 

３,０００円／戸 

（※本来は 31,429 円だが、国・県・市が 9/10 補助しているもの） 

４．申し込み受付 

  随時、都市整備課で受け付けます。 

５．申込時に必要となる書類 

 ① 一関市木造住宅耐震診断申込書（様式第 1 号） 

② 建築年月日が確認できる書類（例：確認済証、固定資産税課税明細書など） 

６．その他 

 ① 「２．対象となる住宅の要件」に合致しない住宅は受付できません。 

   ただし、31,429 円の負担で耐震診断を受診することは可能です。その

場合は、次の団体にお問い合わせください。 

   一般社団法人岩手県建築士会一関支部 

・ 一関、花泉地域：㈱髙儀建設内（担当：髙橋、 24-2231） 

・ その他の地域 ：皆川建築設計㈱内（担当：千葉、 63-5223） 

 ② 申込から診断までの期間は、概ね 1 カ月程度です。耐震診断士が申込者

に連絡しますので、両者で診断日時を決めてください。 

③ 耐震診断料の 3,000 円は、耐震診断士が診断に伺った際、耐震診断士に

直接支払ってください。 

問い合わせ先 一関市建設部 都市整備課 建築指導係 

0191-21-8543（係直通） 
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様式第1号(第5関係) 

一関市木造住宅耐震診断申込書 

年  月  日  

一関市長       様 

(郵便番号     ―    )          

住 所                    

ふりがな                    

氏 名                    

電 話                    

 一関市木造住宅耐震診断事業実施要綱第５の規定により、下記の住宅について耐震診断

を申し込みます。 

対

象

住

宅

所 在 地

用 途 専用住宅 ／ 併用住宅(併用用途：           ) 

構造 ／ 階数 木造在来軸組工法 ／ それ以外        平屋／２階 

床 面 積 1階：    ｍ2 ２階：    ｍ2  合計    ｍ2

建 築 着 工 時 期

(建築確認年月日)

年   月頃 

(       年   月   日) 

備考 

備考 １ 対象住宅において増築・修繕・模様替・用途変更などがあった場合、その内容

及び時期を記入のこと。 

   ２ 対象住宅が現在空き家の場合、その旨及び使用開始予定時期を記入のこと。 
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木造住宅耐震改修工事助成事業について 

１．目的    

木造住宅の地震に対する安全性の向上を図り、震災に強いまちづくりを推進するため

の耐震改修の促進を図るため 

２．対象住宅（いずれも該当するもの） 

① 昭和 56 年５月 31 日以前に着工された、一戸建て木造住宅で、その後（昭和 56

年６月１日以降増築をしていないもの 

② 在来軸組工法又は伝統的工法による住宅で、地上２階建て以下のもの。 

③ 建築基準法に違反していないもの 

④ 市が実施した耐震診断を受けその診断結果が、上部構造評点が 1.0 未満であったも

の、又は重大な地盤・基礎の注意事項の指摘があったもの 

３．対象者（いずれも該当すること。） 

① 対象住宅を所有（法人所有は除く。）し、又は所有者と同居し、かつ、自ら居住の用

に供する者で当該補助対象住宅の耐震改修工事を行う者 

② 市税を滞納していない者 

４．対象工事 

① 耐震改修後の上部構造評点を 1.0 以上とし、かつ、既存の評点より 0.3 以上向上す

るもので、地盤・基礎が安全であること 

② 上部構造評点が 1.0 以上で、かつ、重大な地盤・基礎の注意事項を改善する工事を

行うもの 

５．対象経費 

① 耐震改修工事費 

② 設計・工事監理費 

③ 工事に必要な仕上げの撤去・再仕上げに要する費用 

（補強部分と補強に必要なその周囲で１ｍ以内の部分） 

６．補助額等 

５．で掲げる補助対象経費（20 万円以上のものに限る）の２分の１以内の額。ただし

次に掲げる区分に応じて補助する。 

① 市内業者が施工する場合＝75 万円を限度とする（千円未満切り捨て） 

② ①以外の業者が施工する場合＝50 万円を限度とする（千円未満切り捨て） 

７．中間検査の申請 

主な耐震補強箇所が目視確認できる時期に中間検査を行いますので、本庁都市整備課

まで申請願います。 

８．その他補助制度 

固定資産税の減額措置 耐震改修工事をした場合、所定の証明書等を添付し、改修後

３か月以内に申告することにより、当該家屋に係る税額が減税されます。 

（家屋の用途等による減税内容が変わります。詳細は税務課までお問い合わせくださ

い） 

問い合わせ先 一関市建設部 都市整備課 建築指導係 

0191-21-8543（係直通） 
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一関市（都市整備課） 申請者（要件の合致） 施　工　者

・S56.5.31以前の着工したもの

・診断結果で評点1.0未満のもの

・評点を1.0以上とし、かつ既存
　より0.3以上向上する工事

・自ら居住の用に供する住宅

申込み受付 事前相談

施工者の選定 改修計画や見積書作成

受付・審査 補助金交付申請

(添付書類審査、金額査定)

・耐震改修計図書

・耐震改修工事の見積書

・現況写真・納税証明書等 補助金交付決定通知書受理

施工者との直接契約 申請者との直接契約

耐震改修工事の着工

中間検査実施 中間検査申請 中間検査

耐震改修工事の完了引渡し

受付・審査 耐震改修工事代金受領

(添付書類審査、金額査定)

・耐震改修実施図書・報告書 耐震改修工事の補助金請求

・工事契約書領収書の写し

・改修工事写真

補助金受領

木造住宅耐震改修工事助成事業の流れ

受付・処理

工事完了確認

耐震改修工事代金支払い
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【目的】 地震等の発生時に倒壊し、通行を妨げ、又は人に危害を及ぼすおそれのある

市内のブロック塀等を除却することにより、安全の確保を図るため。

① 道路等（一関市地域防災計画で指定している緊急輸送道路及び避難路並びに通学路（学校等

から半径500ｍ以内の道路）のうち、道路法に規定する道路）に面しているもの

② 耐震診断を実施した結果、倒壊の危険があると判断されたもの

③ 過去にこの補助金の交付を受けたブロック塀等と同一敷地でないもの

④ 道路等からの高さが1.2ｍ以上のもの（擁壁は含まない）

※ 道路等に面しない塀、門扉、門柱、フェンス、擁壁などは対象外

１．対象ブロック塀

① 対象ブロック塀が存する土地を所有している者又は管理している者で、対象ブロック塀等の

除却工事を行う者

② 市税を滞納していない者

２．対象者

10件（募集件数に達した時点または毎年度12月末時点で募集締め切り）

５. 募集件数

対象ブロック塀等の除却工事に要する費用（設計費及び工事監理費を含む）とする。

ただし、対象ブロック塀等の長さ１ｍ当たり８万円を乗じて得た額を限度とする。

３．対象経費

「３．対象経費」に掲げる補助対象経費の３分の２の額（1,000円未満の端数は切り捨てた額）

とし、20万円を限度とする。

４．交付額

① 現地での耐震診断の結果により、当該事業の対象にならない場合があります。

本申請の前に、必ず事前相談（事前相談申込書の提出）をお願いいたします。

補助金の交付決定を受ける前に工事に着手（契約含む）した場合は、申請の受付は

できません。

６．その他

【お問い合わせ】一関市建設部都市整備課 建築指導係

〒021-8501 一関市竹山町７番２号

0191-21-8543（係直通）

一関市ブロック塀等安全確保事業について

※市内に存するブロック塀等で、次のいずれも該当するもの

※いずれも該当すること
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一関市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金について 

１．目的 

  がけ地の崩壊等から市民の安全を確保し、危険住宅の移転を促進するため 

２．対象となる要件 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成

12 年法律第 57 号）第９条の規定に基づき岩手県知事が指定した、市内の土

砂災害特別警戒区域に存する住宅。 

３．対象者 

危険住宅を所有し、現に危険住宅に居住している者で、当該危険住宅を市内

に移転するもの。 

４．補助金額 

交付対象経費 補助限度額 

危 険 住

宅 の 除

却 等 に

要 す る

経費 

移転する者が行う

危険住宅の除却に

要する経費 

次の額のうち、いずれか少ない額 

・当該年度における住宅局標準建設費等通知（※）

に定める１㎡当たりの額に除去しようとする危

険住宅の延べ面積を乗じて得た額 

・実支出額 

※住宅局標準建設費等通知とは 

 公営住宅法（昭和 26年法律第 193 号）、住宅地

区改良法（昭和 35 年法律第 84 号）等の規定によ

る国土交通省住宅局所管事業に係る国の補助金

額の算定の基準となる国土交通大臣の定める標

準建設費その他の額の通知をいう。 

【令和 6 年度の１㎡当たりの額】 

 ・木 造：32,000 円／㎡ 

 ・非木造：46,000 円／㎡ 

移転する者の移転

に要する経費（動

産移転費、仮住居

費等を含む。） 

次の額のうち、いずれか少ない額 

・１戸当たり 97 万 5,000 円 

・実支出額 

危険住宅に代わる住宅の建

設（購入を含む。）に要する

資金を金融機関その他の機

関から借り入れた経費 

借入金利子（年利率 8.5％を限度とする。）に相当す

る額以内の額。 

ただし、１戸当たり 421 万円（建物は 325 万円、

土地は 96 万円）を限度とする。 

問い合わせ先 一関市建設部 都市整備課 建築指導係 

0191-21-8543（係直通） 
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一関市住まいの省エネルギー改修推進事業補助金について 

１．目的 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、住宅ストックの省エネル

ギー化を推進するため。 

２．対象となる住宅 

市内に存する一戸建て住宅 

３．補助対象事業及び補助額（一部抜粋） 

対象事業 経費 補助額 

省エネ診断 1 既存住宅の調査費 

2 既存住宅に係る第三者機

関による評価に要する経費 

補助率：２/３    

補助上限額：15 万円/戸 

省エネ設計等 

省エネ改修 

１ 省エネ改修を行うための

調査費 

２ 設計費 

３ 計画策定費 

４ 省エネ改修の内容に係る

第三者機関による評価に要

する経費 

５ 工事費（改修後の住宅が

ZEH 水準となる省エネ改

修と併せて実施する構造補

強工事に要する費用を含

む） 

【省エネ基準に適合する場合】 

補助率：４/10 

補助上限額：30 万円/戸 

【ZEH 水準に適合する場合】 

補助率：８/10 

補助上限額：70 万円/戸 

注）同一住宅に対する補助金の交付は、上記の区分ごとに 1 回限り 

４．省エネ基準及び ZEH 水準 

（1）省エネ基準 

 断熱等性能等級 4 かつ一次エネルギー消費量等級 4 を満たすこと。ただし、

部分改修においては、改修する部分が仕様基準を満たすこと。 

（2）ZEH 水準  

断熱等性能等級 5 かつ一次エネルギー消費量等級 6 を満たすこと。ただし、

部分改修においては、改修する部分が ZEH 仕様基準を満たすこと。 

５．その他 

現在、補助要綱策定作業中です。 

詳細は後日ホームページ等で公開予定の補助要綱等をご確認ください。 

問い合わせ先 一関市建設部 都市整備課 建築指導係 

0191-21-8543（係直通） 
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一関地区広域行政組合 介護保険課 

介護保険住宅改修費支給制度について 

■ 対象要件                                        

一関地区広域行政組合の被保険者であり、心身や住宅の状況等から住宅改修が必要なため、以下の対象 

要件を満たし、住宅改修を実施した場合に対象となります。 

・ 要介護認定（要支援1・2 または要介護1～5）を受けており、認定有効期間内である。 

・ 介護保険被保険者証に記載されている住所地にあり、実際に居住している住宅である。 

・ 本人が在宅である（入院・入所・外泊は不可）。 

・ 工事内容が介護保険制度の給付対象であり、事前申請の書類にその必要性について記載されている。 

・ 住宅改修の着工前に事前申請して、一関地区広域行政組合に事前承認されている。 

（手続きせずに着工した場合は、支給対象になりません。） 

■ 給付対象となる住宅改修工事の種類                            

（1）手すりの取付け 

廊下、トイレ、浴室、玄関、玄関から道路までの通路（玄関アプローチ）等に転倒予防や移動または移

乗動作の補助を目的として手すりを設置するものです。

・取付け工事で固定しない床置き式タイプや便器を囲んで使用する手すりは「福祉用具貸与」の対象となります。 

（2）段差の解消 

居室、廊下、トイレ、浴室、玄関等の各室間の段差や、玄関アプローチの段差を解消するために、敷居

を低くしたり、スロープを設置したり、浴室などの床をかさ上げするなどの工事です。

   また、通路の「傾斜」を解消する工事も対象になります。

・取付け工事で固定しないスロープは「福祉用具貸与」、取り付け工事で固定しない浴室用すのこについては「福祉

用具購入費」の支給対象になります。 

・持ち運び可能な式台の設置、階段段昇降機・リフト・ホームエレベーター等の動力により段差を解消する機器を

設置する工事は支給対象外です。 

（3）滑りの防止や、移動を円滑にするための床または通路面の材料の変更 

居室においては畳敷きから板張りやビニール系床材等への変更、浴室においては滑りにくい床材への変更、

通路面においては滑りにくい舗装材へ変更するなどの工事です。 

（4）引き戸等への扉の取替え 

開き戸を引き戸、折り戸、アコーディオンカーテン等に取替えるといった扉全体の取替えのほか、単なる

扉の撤去や、扉の位置の変更、ドアノブの変更や戸車の設置も対象になります。なお、扉の新設は原則対象

外ですが、扉の位置を変更するより引き戸等を新設した場合のほうが廉価である場合に限り対象になります。 

（5）洋式便器等への便器の取替え 

和式便器を洋式便器に取り替える工事です。

・洋式便器等の位置や向きを変更したり、洋式便器の高さを嵩上げする工事も身体状況等により対象になります。 

・取付け工事を伴わない据置式の腰掛便座は「福祉用具購入費」の支給対象となります。 

・既に洋式便器の場合に、暖房便座や洗浄機能付便座に取り替える工事は原則対象外です。 

・水洗化や電気配線、壁、天井などの工事は対象外となります。 

・屋外の和式トイレを取り壊して、屋内の洋式トイレにする場合は、原則的に洋式便器の設置の費用（便器そのもの

の費用＋取付け費）が対象となります。 

上記（1）～（5）の工事に伴って必要となる住宅改修も支給対象となります。 

＜例＞ ・手すりの取付けのための壁の下地補強     ・扉の取替えに伴う壁や柱の補強 

・スロープの設置に伴う転落や、車いすの脱輪防止を目的とする柵・立ち上がりの設置 

・もとから水洗化されている便器の取替えや浴室の段差解消に伴う部分の給排水設備工事 

・床材の変更のための下地補強、便器の取替えに伴う床材の変更 
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■ 支給について                                      

（1）支給限度基準額

申請上限額 ２０万円 （内訳：介護保険給付上限額１８万円～１６万円、自己負担額２～４万円） 

申請上限額２０万円の範囲内であれば、何回かに分けて申請することもできます。

介護の必要の程度が３段階以上重くなった場合や転居した場合については、申請上限額２０万円の再度の

利用が条件付きで認められる場合があります。

（2）支給方法

償還払い方式 

利用者は施工事業者に対し費用の全額を支払い、改修後の申請により、組合は利用者に対し給付上限 

額の範囲内で７割～９割分を支払います。 

受領委任払い方式 

利用者は施工事業者に対し費用の１割～３割分を支払い、改修後の申請により、組合は施工事業者に 

対し給付上限額の範囲内で７割～９割分を支払います。 

■ 留意事項                                                          

（1）新築や増築の住宅改修について 

住宅の新築や増築（新たに居室を設けるなど）、改修理由が老朽化や器具の故障等の場合は、支給対象に

なりません。 

廊下の拡張をした上で手すりを取り付ける場合やトイレの拡張をした上で和式便器を洋式便器へ取替え

た場合などには、それぞれ「手すりの取付け」「洋式便器等への便器の取替え」に要した費用のみ支給対象

となります。 

（2）介護認定申請中、入院・入所中に行う住宅改修について 

要介護（要支援）の認定を受けていることが必要です。ただし、緊急を要する場合は、認定申請後に 

事前申請を行うことは可能ですが、認定が非該当になった場合は支給できません。 

入院・入所中で退院・退所の見込みがある場合、事前申請承認後の工事着工は可能ですが、退院・退 

所しなかった場合は支給できません。また、一時帰宅のための住宅改修は支給対象外となります。 

（3）一時的に身を寄せている住宅の改修について 

介護保険の被保険者証に記載されている住所地の住宅の改修が支給対象となります。

そのため、介護保険の被保険者証に記載されていない住所地で、一時的に居住するための住宅改修は

支給対象になりません。

（4）家族等が自ら行う住宅改修について 

被保険者が自分で材料を購入し、本人または生計を共にする家族等によって住宅改修が行われた場合は、

材料費のみが支給対象になります。この場合の「領収書」は、材料の販売者が発行したものになります。

添付する完成工事費内訳書は、使用した材料の内訳を本人または家族等が作成します。

（5）ひとつの住宅に複数の被保険者がいる場合の改修について 

住宅改修費の支給限度額の管理は、被保険者ごとに行われるため、被保険者ごとに支給申請を行うこ

とができます。ただし、複数の被保険者に係る住宅改修が行われた場合、各被保険者ごとに対象となる

工事を設定し、内容や場所などが重複しないように申請します。
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■ 手続きの流れ                                                        

（1）受領委任払取扱事業者登録（施工事業者→介護保険課）

受領委任払いを受ける施工事業者は、あらかじめ受領委任払取扱事業者として登録の届出をし、介護

保険課から承認を受ける必要があります（登録のない施工事業者は受領委任払いを受けることができま

せん）

※受領委任払い方式の利用で事業者未登録の場合 償還払い方式は不要

（2）事前申請（利用者→介護保険課）【利用者が申請、またはケアマネジャーが申請代行可】

工事着手前に支給申請書を提出

（3）事前審査（介護保険課→利用者）

   工事内容が介護保険住宅改修として適切なものであるか審査し、利用者に対して承認（不承認）通知

を送付                                        

（4）工事着手                                  

承認後、利用者及び施工事業者は住宅改修工事に着工  ※承認前の着工は対象外

（5）改修費用の支払い（利用者→施工業者）

   工事終了後、利用者は施工事業者へ住宅改修費用の支払いをし、施工事業者は領収書を発行します

支払う金額：受領委任払い方式→１割～３割 償還払い方式→全額

（6）請求（利用者→介護保険課）【利用者が申請、またはケアマネジャーが申請代行可】

   工事終了後に完了報告書を提出

（7）支給決定（介護保険課→施工事業者または利用者）

実施した工事内容が事前申請内容と相違がないかを確認し、住宅改修費を支給します

支給先：受領委任払い方式→施工事業者 償還払い方式→利用者

■ 提出書類                                                        

受領委任払 

取扱事業者登録 

1.介護保険受領委任払取扱事業者登録届出書 

2.介護保険住宅改修費受領委任払取扱確約書 

事前申請 1.介護保険住宅改修費支給申請書 

2.住宅改修が必要な理由書（ケアマネジャー等が作成） 

3.工事見積書 

4.工事内容がわかる平面図・立面図 

5.改修前の写真（日付入り） 

6.住宅所有者の承諾書（本人所有の場合は不要） 

請求 1.介護保険住宅改修完了報告書 

2.領収書（原本） 

3.工事費内訳書 

4.改修後の写真（日付入り） 

【 問い合わせ先 】

 一関地区広域行政組合 介護保険課

 電話 ３１－３２２３ 

FAX ３１－３２２４

- 35 -- 47 -



- 48 -



- 1 - 

- 49 -

【 資 料 13】



- 2 - 

- 50 -



- 3 - 

- 51 -



- 4 - 

- 52 -



- 1 - 

- 53 -

【 資 料 14】



- 2 - 

- 54 -



- 3 - 

- 55 -



- 4 - 

- 56 -



- 5 - 

- 57 -



- 6 - 

- 58 -



- 7 - 

- 59 -



- 8 - 

- 60 -



<高齢者及び障害者にやさしい住まいづくり推進事業費補助金>

身体に障害のある方や要介護高齢者等が、在宅生活に必要な住宅の改修工事

をする場合に、その費用の一部を補助します。（予算の範囲内となります。）

○ 助成事業に係る相談から決定までの流れは、次のとおりです。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

→ → → → → →

※① ③  ⑦が申請者において行う手続きです。

① 事前申請

事前申請期間は、日程確定後にお知らせします。

※例年 7 月上旬を設定しています。

② 調査・審査

 事前申請の内容について確認のため実地調査をします。

 申請内容と実地調査を基に審査会で審査します。

③ 本申請

 審査結果を申請者に通知し、対象となった方には本申請をしていただきます。

④ 補助決定

 市から補助決定通知を送付いたします。【工事開始はこの時点から】

※工事開始は、補助決定通知が届いた以降になります。

⑤完了報告

 工事完了後、速やかに完了届出と必要書類を提出します。

⑤ 竣工調査

完了後の状況（工事結果）を確認します。

⑥ 補助金の請求

 申請者が市に補助金の請求書を提出します。

⑦ 口座振込

申請者の口座へ補助金を振込みします。

○ 対象となる方（①・②のいずれかに該当する方）

① 介護保険法に基づく認定の結果、要支援又は要介護と認定された方

② 身体障害者手帳の交付を受け、下肢・体幹機能等、障害の程度が３級以上

の方

事

前

申

請

調

査

・

審

査

本

申

請

補

助

決

定

完

了

報

告

竣

工

調

査

補

助

金

の

請

求

⑧口座振込
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○ 対象となる工事

トイレの洋式化、浴室改修、段差解消、スロープの設置、床材の変更

手すりの取付けなどの改良工事

（電気工事・給排水工事・水道工事・天井部分の工事などは対象外）

※原則として、介護保険の住宅改修と基準は同じです。

○ 補助額

・補助対象工事費から（介護保険認定者１人につき）２０万円を控除した額 

の３分の２。但し、千円未満は切り捨てとし、４０万円を上限とします。

※補助対象工事費の上限は８０万円

例１）補助対象工事費 700,000 円の場合

（700,000 円－200,000 円）×2／3 ＝ 333,333 円

但し、千円未満切り捨てなので 補助金額 333,000 円

例２）補助対象工事費 1,400,000 円の場合

補助対象工事費上限 800,000 円なので

（800,000 円－200,000 円）×2／3 ＝ 400,000 円

補助金額 400,000 円（上限）

○ 対象とならない場合（①～⑦のいずれかに該当する場合は対象外です）

① 新築又は増築の場合

※補助対象工事に付随した増築部分は対象

例）介助を受けて入浴するために浴室を拡張することに伴う増築工事など

② 補助決定前に改良工事に着手した場合

③ 賃貸住宅の場合

※対象者が今後５年以上の居住継続を希望し、賃貸人がこれに同意してい

る場合で、対象者と賃貸人との間で改修工事の実施について合意がされ

ている場合は対象とします。（承認書の提出をお願いします。）

④ 平成１４年度以降に新築された住宅である場合

※新築時点では予測不可能だった原因（交通事故や突発的な疾病等）によ

り、重度身体障害者等となり、日常生活動作・介護動作に合わせて住宅

改修の必要がある場合には対象とします

⑤ 以前にこの補助金を受けた住宅である場合。

※但し、介護保険の住宅改修と同様に、介護度が３段階以上重度化し、追

加的に改善工事を行なう必要がある場合には対象とします。（要理由書の

添付）（例）要支援１→要介護３、要介護２→要介護５
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  ⑥ 期限内に工事は終了したものの、完了報告等その後の手続きがなされ

ない場合。

⑦ 所得限度額を超えた場合（下記表参照）

参照 ≪所得限度額表≫ 

区  分 所 得 限 度 額 備    考

本   人 395 万 4 千円を超えた場合
所得税法に規定する扶養親族等が

いる方については、その人数に応じ

て所得限度額引上げがありますの

で、その場合は長寿社会課にお問い

合わせください。
扶養義務者 663 万 7 千円を超えた場合

（単位：千円） 

扶養親族等の数 ０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人

本人
限 度 

所得額
3,954 4,334 4,714 5,094 5,474 5,854 

扶養義

務者等

限 度 

所得額
6,637 6,886 7,099 7,312 7,525 7,738 

※ 所得制限限度額の加算額

１、本人の場合

 ① 老人控除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき 100,000 円

 ② 特定扶養親族（16 歳から 22 歳まで）１人につき   250,000 円

２、扶養義務者の場合

 ① 老人扶養親族１人につき   60,000 円

ただし、当該老人扶養親族のほかに扶養親族等がないときは、当該老人

扶養親族のうち１人を除いた老人扶養親族１人につき 60,000 円

○事前申請書への添付書類

□・改良箇所の写真（日にちを入れて）

□・図面（工事前後の状況、改修箇所がわかる全体図）

□・見積り（工事にかかる経費を記載、改修場所ごとに内訳書を記載）

□・カタログ（トイレ、浴槽、手すり、扉など）

□・障害者手帳の写し（該当者のみ）

□・所得証明書（世帯全員分）

□・その他 （                           ）

□・遠隔地扶養の場合、対象となる市町村の所得証明書
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○補助制度の概要

１．申請期間   令和6年４月1日から令和7年２月28日まで 

２．補助対象設備・補助額 

３．予 算 額  300万円 

         ※ 補助金の予算を超えると認められるときは、補助申請の受付を停止しま

すので、ご了承願います。 

４．交付対象者    一関市に住所を有する方、これから一関市に転入する方、市内に事

業所を有する法人で次の各号に掲げる全ての要件を満たす方。 

(１) 暖房として使用する目的で薪ストーブを自らの住宅又は事業所に

設置しようとする方 

(２) 個人又は法人が市税の滞納がない方 

(３) 過去に薪ストーブ設置費補助金の交付を受けたことがない、又は

同補助金の交付を受けているものが同一世帯にいない方 

種  類 補助対象経費 補助額 限度額 

薪ストーブ（木材及び木材

の廃材を燃料とする暖房器

具であって、二次燃焼構造

を有するもの。ペレットス

トーブは対象外。） 

薪ストーブ本体とこれに伴う

排煙設備の購入及び設置費用 

（消費税等を含む。） 

薪ストーブ購入設置にか

かる費用の10分の１に相

当する額以内の額。（その

額に 1,000 円未満の端数

が生じたときは、これを切

り捨てた額） 

10 万円

市では、一関市バイオマス産業都市構想に基づく、「市民による地域に根差した木質

バイオマスの利用」の促進を図るとともに、市内の森林資源をエネルギーとして活用す

る資源・エネルギー循環型まちづくりの推進を図るため、薪ストーブの設置に係る費用

の一部を補助いたします。 

一関市薪ストーブ設置費補助金について
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５．対象事業  (１) 未使用品であるもの 

        (２) 薪ストーブ本体とこれに伴う煙突の購入及びその設置に係る費用 

ただし、設置に係る建物の増改築費用は含まない。 

６．申請書類   補助金交付要綱や交付申請書等の様式は、下記窓口に備えているほか

市ホームページ＞総合案内トップページへ＞産業振興＞森林・林業＞

＞森林資源の活用＞薪ストーブ設置費補助金からもダウンロードでき

ます。 

７．申請窓口   本庁林政推進課及び各支所産業建設課 

◆留意事項 

① 事前の申請が必要ですので、見積書等の必要な書類を添付して、着手前に申請してく

ださい。補助金交付決定後に購入又は工事着手してください。 

② 薪ストーブの設置及び費用の支払いを申請年度内に完了することが必要です。 

③ 予算総額を超える申請となりましたら、補助申請の受付を停止します。 

④ 市外から転入予定の方でも申請は可能ですが、転入の確認をするため、住民票の提出

を求めることがあります。詳細については、下記までお問い合わせください。 

【問い合わせ先】 

〒021-8501一関市竹山町7-2 一関市役所 林政推進課 林業振興係 

 電話：0191-21-2111（内線）8435   FAX：0191-21-4２21 

 Eメール：rinseisuishin@city.ichinoseki.iwate.jp 

■ 「森林資源を活用する一関市民の会」とは 

 一関市バイオマス産業都市構想の「市民による地域に

根ざした木質バイオマスの利用」を推進するため、市民

の有志で間伐材・未利用材を集材し、チップ工場への搬

入や薪づくりとその販売により木質資源の地域循環に取

組む市民団体です。 

主に 11 月から３月までの農閑期に活動しています。  

 詳しくは、森林資源を活用する一関市民の会までお問

い合わせください。（電話：070-4345-2244）

間伐材の集材活動 

切捨間伐材を集材するので山の片づけに 
もつながっています。
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薪ストーブ設置費補助金「申請・交付手続きの流れ」 

申請者 市 備 考 

【市の補助金申請】

〔添付書類〕 

① 購入設置に係る見積書又は薪ストーブ本体等を

含む工事請負契約等の写し 

②「設置経費等の内訳確認書」又は設置に要する経

費の内訳が確認できる資料 

③ 設置前の状況が確認できるカラー写真 

④ 薪ストーブの仕様や二次燃焼構造を有すること

等を確認できる資料（薪ストーブのカタログ等） 

⑤ 振込先の通帳の写し等（口座が確認できるもの） 

⑥ 納税証明書（令和５年度分） 

⑦ 市長が必要と認める書類 

    決定通知書の受領 

              ↓ 

変更の必要が生じた場合

↓

①設置後の状況が分かるカラー写真（煙突部分を含

む） 

②設置費用の領収書等の写し及び「領収書等の金

額内訳等確認書」 

※申請書に記載した振込口座を変更した場合は、

預金通帳の写し等（口座が確認できるもの） 

     指定口座へ振込

受 付（本庁・各支所） 

↓ 

審 査（本庁） 

↓ 

交付決定の判断（本庁） 

受 付（本庁・各支所） 

受 付（本庁・各支所）

↓ 

審 査（本庁） 

↓ 

補助金の支払決定（本庁） 

◎市への申請は、工

事着手前に行って

ください。 

変更等の必要が生

じたときに速やか

に承認申請してく

ださい。 

事業の経費の支払

い完了日から起算

して原則として14

日以内に請求して

ください。 

補助金交付申請書 

【様式第１号】

送付

提出 

補助金請求書【様式第３号】 

補助金交付決定通知書 

提出

振込

設置工事着手

変更承認申請書 

【様式２号】 

提出 

変更承認通知書 送付

設置工事完了 
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